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1. はじめに 

マーケティングでは，KPI 向上のためクーポン配信など

の施策を実行することがある。施策効果は時間変化や顧客

の状態変化により変化するため，施策の KPI 向上効果や，

顧客の状態変化に関する知見を蓄積し，使えば使うほど賢

く KPIを上げるシステムの実現が望まれる[1]。 

施策の KPI 向上効果を評価する手法に AB テストがある

[2]。AB テストを定期的に実行すれば施策効果の KPI 向上

効果の知見が蓄積するが，それだけでは顧客の状態変化に

関する知見は蓄積しない。 

そこで，KPI に関する AB テストの履歴データから，施

策実行が顧客の状態変化に与えた影響を評価し，評価結果

を知見として蓄積・活用する手法を提案する。 

2. マーケティングの施策と対象選択問題 

マーケティングでは，売り上げという KPI を向上させる

ため，顧客を対象とした作用 (ex.クーポン配信, 来店ポイン

ト付与)を施策として実行することがある。 

施策実行コスト最適化のため，膨大な数の顧客集合から

施策対象となる顧客を選択する問題(対象選択問題)[3]を解

く必要がある。これまで，KPI 向上効果が見込まれる顧客

の選択条件を決めるため，施策の実行履歴データから施策

の KPI向上効果を見積もる手法が提案されてきた[4]。 

施策の KPI 向上効果を評価する手法に AB テストがある

[2]。AB テストでは選択条件に合致する顧客集合を，A 群，

B 群の２群に分割し，A 群の顧客に施策を実行し，B 群の

顧客に施策を実行しないことを検証期間中に行う。その後，

A 群と B 群の顧客に対し KPI 値を集計し，A 群と B 群の

KPI 向上量の有意差を統計検定する。AB テストにより，

検証期間における，施策実行に起因する KPI 向上量やその

確からしさを統計的に示せる。 

3. 課題 

施策効果は時間変化や顧客の状態変化により変化する。

そのため，報告者らは KPI 向上効果が見込めなくなった既

存の施策を廃止する，顧客の状態変化を見越した新施策を

継続的に立案するなどの対策が必要だと考えている。また，

施策の KPI 向上効果や，顧客の状態変化に関し，対策に活

用可能な知見を蓄積することで，使えば使うほど賢く対策

を取り，KPI を上げられるシステムの実現を目指している。 

KPI 向上量の AB テストを定期的に実行すれば各施策の

KPI 向上効果を都度評価し，施策効果の変化を捉えられる

が，それだけでは顧客の状態変化に関する知見は蓄積しな

い。顧客の状態変化の知見蓄積のみを目的とした AB テス

トの実施は効率の観点から望ましくない。そのため，KPI

向上量の AB テストを定期的に実行した履歴データから，

顧客の状態変化の知見を蓄積する手法の確立が望まれる。 

 

Fig. 1 ABテストの履歴データフォーマット例 

4. 提案 

対象選択問題において，各施策は顧客に作用するもので

あるから，一部の施策は実行に起因して顧客状態の変化も

起きると考えられる。例えば，コンビニの売り上げを KPI

として向上させる問題において，来店ポイント付与を顧客

に実行すれば，売り上げという KPI の他に，来店が習慣化

した顧客が増えるという状態変化も期待できる。ここで，

顧客の状態を示す説明変数の情報，KPI，施策実行の有無

の情報を紐づければ，KPI 向上効果と顧客状態の変化量に

ついて，一度の AB テストデータからまとめて評価できる。 

そこで本研究では，KPI向上効果の評価のために，5.1に

記すフォーマットで定期的に収集された AB テストの履歴

データを活用し，施策が顧客の状態変化に与えた影響を定

量化する手法を提案する。提案の計算手法を以下に記す。 

4.1 実行履歴データの定義 

Fig.1は ABテストの履歴データフォーマット例を示す。

履歴データは第 𝑡 番目の時間区間(ex. 2021年 1月-2021年 2

月)において，以下の情報を収集する。簡単のため，以降

の式では第 𝑡 番目の時間区間を，時刻 𝑡 と略す。 

- 顧客 ID: 𝑗 

-  KPI: 𝑦𝑗
𝑡,  

- 説明変数𝑥𝑗,𝑖
𝑡 ; 𝑖 = 1，⋯ 𝑀 

- 施策実施状態 𝑧𝑗,𝑙
𝑡+1 = 𝐴,  𝐵, 𝑛𝑢𝑙𝑙 

4.2 施策の定義 

本研究における施策とは,  施策対象の集合𝑆に対し，施策

𝑎(𝑞)は作用域 𝑆 ⊆ 𝑄̃ ∖ {𝑞}に影響することで，KPI を向上さ

せる作用である。施策 𝑎1(𝑞), ⋯ , 𝑎𝐿(𝑞) ∈ 𝒜 は属性に以下の

情報を含む。 

- 施策 ID：𝑘 

- 施策対象の選択条件：𝑞, 

-具体的な作用内容(ex. 来店ポイント付与) 

上記の属性における選択条件𝑞の定義を式(1)に示す。 

𝑞 =  𝑐1 ∧ 𝑐2 ∧ 𝑐3 , …                                                                (1) 
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式(1)において，𝑐𝑖は定義顧客の状態を表す１つの説明変

数の条件である。𝑐𝑖は任意に定められるが，簡単のため，

頻出パターンマイニング[7]で KPI が高い状態と相関する

説明変数の条件として求めることを想定する。 

4.3 KPI向上効果・顧客状態変化の知見蓄積手法 

KPI や顧客の状態変化に与えた施策効果として，時刻𝑡の

実行履歴データから，施策に起因する KPI の増減量𝜂𝑡と各

説明変数の増減量𝜉𝑖
𝑡; 𝑖 = 1，⋯ 𝑀を定量化する。𝜂𝑡 ,  𝜉𝑖

𝑡は以

下の式で示され，それぞれ AB テストにより有意差を検定

する。なお，以下の式で𝑝𝑖
𝑡は，離散値を取る説明変数に対

し，時刻𝑡に特定の離散値(ex. 性別 == 男)が観測される確率

を意味する。 

𝜂𝑡  =   𝑦𝑡+1 − 𝑦𝑡                                                                     (2) 

𝜉𝑖
𝑡 =  {

𝑥𝑖
𝑡+1 − 𝑥𝑖

𝑡  (連続値を取る説明変数)

𝑝𝑖
𝑡+1 − 𝑝𝑖

𝑡 (離散値を取る説明変数)
                        (3) 

Fig. 2 は提案する施策効果の一連の計算手順を示す概念

図である。施策効果は対象選択問題を解くシステムと業務

環境で Step1-3 に示す計算・活動を行うことで計算される。 

4.3.1 Step 1: 対象選択 

時刻 𝑡における，施策効果の評価対象とする施策 𝑎𝑡(𝑞) 

を𝑎1(𝑞), ⋯ , 𝑎𝐿(𝑞) ∈ 𝒜から選択する。選択は，時刻𝑡 − 1ま

での施策効果の評価履歴𝜂0,… 𝑡−1 , 𝜉𝑖
0,… 𝑡−1に基づき，施策効

果の期待値𝜂̅𝑡, 𝜉𝑖̅
𝑡を計算し期待値の高い施策を優先選択する。 

施策効果の期待値𝜂̅𝑡, 𝜉𝑖̅
𝑡の計算式を以下に示す。 

𝜂̅𝑡 =  
𝑤1(𝑦𝑡𝑖+1− 𝑦𝑡𝑖)+𝑤2(𝑦𝑡𝑖+1− 𝑦𝑡𝑖)+ ,…,+𝑤ℎ(𝑦𝑡ℎ+1−𝑦𝑡ℎ)

𝑁
           (4) 

𝜉𝑖̅
𝑡 =  

𝑤1(𝑥
𝑖

𝑡𝑖+1
− 𝑥

𝑖

𝑡𝑖)+𝑤2(𝑥
𝑖

𝑡𝑖+1
− 𝑥

𝑖

𝑡𝑖)+,…,+𝑤ℎ( 𝑥
𝑖

𝑡ℎ+1
−𝑥

𝑖

𝑡ℎ)

𝑁
           (5)  

その後，施策 𝑎𝑡の属性である，𝑞に合致する対象の集合

𝑆(𝑞(𝑎𝑡)) を抽出し，それを無作為に二群 𝐺𝐴，𝐺𝐵  に分割す

る。その後，𝐺𝐴，𝐺𝐵の情報を時刻 𝑡から𝑡+1 の施策計画と

して出力する。この時，𝐺𝐴は ABテストの A群となる対象, 

𝐺𝐵は ABテストの B群となる対象である。 

4.3.2 Step 2: 施策実行 

業務環境において，時刻 𝑡から𝑡+1 の施策計画に基づき， 

𝐺𝐴 に対して施策 𝑎𝑡+1 を実施し，𝐺𝐵 に対して施策を実施し

ない。その後，時刻 𝑡 + 1 の時点で 5.1 に示した実行履歴

データを観測，集計し蓄積する。 

4.3.3 Step 3: 施策効果更新 

時刻 𝑡 と 𝑡 + 1 の施策実行履歴データから施策実施カラ

ムに基づき 𝐺𝐴，𝐺𝐵 のレコードを抽出し， 𝜂𝑡と𝜉𝑖
𝑡を計算す

る。また，𝐺𝐴, 𝐺𝐵間の有意差を p値として検定する。 

4.4 蓄積する知見の例と活用手法 

𝜂̅𝑡および𝜉𝑖̅
𝑡は，施策を時刻𝑡に実行した場合に，施策対象

の KPI や説明変数の値に与えられる作用の大きさの期待

値を示す。ここで，KPI への作用が高い施策，すなわち𝜂̅𝑡

が高い施策𝑎1(𝑞)を実行すれば，施策対象から得られる

KPI の値を向上させることが期待できる。また，𝜉𝑀̅
𝑡 の値が

高い施策𝑎𝐿(𝑞)を実行すれば施策対象の説明変数𝑥𝑀の値を

能動的に変動させ，施策対象の状態変化が期待できる。 

Fig.2 施策効果の計算手順概念図 

よって，蓄積した𝜂̅𝑡と𝜉𝑖̅
𝑡の情報を活用することで，施策

実施時におきる KPI や顧客の状態変化を事前に予測し，

以降の対象選択で効果の見込めなくなった施策を廃止し，

KPIを上げる新施策の立案を支援できる。 

例えば，2021 年現在，コロナ禍で顧客の生活習慣が変わ

り，コンビニでは会社員のランチとしてのおにぎり購入需

要が減り，晩酌のための酒や冷凍食品の需要が増えている

[8]。提案手法を使えば，施策𝑎1(𝑞): 会社員に対するおにぎ

りクーポンの配信にまだ有意な KPI 向上効果があるかを𝜂𝑡

として検証でき，検証結果に基づき期待値𝜂̅𝑡を更新できる。

ここでもし𝜂̅𝑡が悪化しているならば施策𝑎1(𝑞)の廃止につ

いて検討ができる。また，施策𝑎𝐿(𝑞): 会社員に対する来店

ポイント付与について施策効果を検証すると，顧客の来店

頻度𝑥𝑀が有意に上昇するかを𝜉𝑀
𝑡 として検証でき，検証結

果に基づき期待値𝜉𝑀̅
𝑡 を更新できる。ここでもし𝜉𝑀̅

𝑡 に有意差

が見込めるなら，施策𝑎𝐿(𝑞)を行い能動的に来店が習慣化

した顧客を増やすことができる。これにより、増えた来店

が習慣化した顧客を対象とした新施策𝑎𝐿+1(𝑞)を立案する

ことを支援できる。 

5. おわりに 

マーケティングでは KPI 改善のため施策を実行すること

があるが，施策効果は時間変化や顧客の状態変化により変

化するため，施策の KPI 向上効果や，顧客の状態変化に関

する知見を蓄積し，使えば使うほど賢く KPI を上げるシス

テムの実現が望まれる。 

そこで本研究では AB テストの実行履歴データから，施

策実行が KPI や顧客の状態変化に与えた影響を定量評価し，

その評価結果を知見として蓄積・活用する手法を提案し，

活用例を示した。これにより，使えば使うほど賢く KPI を

上げるシステムを実現する見通しを得た。 
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